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 研究要旨：小児潰瘍性大腸炎(UC)手術症例は、各施設の症例数が少ないため、特に長期予後に関す

るデーターがないのが現状である。小児手術症例の長期予後を明らかにすることにより、術前のイン

フォームドコンセント時にも役立つデーターを提供することができると考え、今回の多施設共同研究

を提案した。研究は平成 26 年度に立案し、アンケートを作成、兵庫医科大学で倫理委員会の承認を得

たのち、参加施設の倫理委員会の承認を得た。平成 27年度にアンケートの集計を行い、回答があった

施設のデーターをもとに中間報告を行った。最終年度の 28年度に集積された 212 例を検討し、報告し

た。今回の検討で、小児 UC 手術症例の累積 10 年の pouch 機能率が 91.7%であることが明らかとなっ

た。また、pouch 機能不全となる要因は回腸嚢炎と肛門周囲の瘻孔形成であった。 
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A. 研究目的 

 小児 UC症例も増加傾向にあるが、その周

術期合併症、術式、術後の長期経過について

は明らかにされていない。その要因の一つと

しては、各施設の症例数が少数であるために

十分な検討が困難であることが挙げられる。

そこで、班会議の参加施設でアンケート調査

を行い、小児 UC 手術症例の現状と長期経過

を明らかにすることを目的とした。 

 

B. 研究方法 

平成 26 年度：立案、アンケートの作成。 

平成 27 年度：兵庫医科大学および参加施設

での倫理委員会審査、終了後アンケートの回

答。 

平成 28 年度：アンケート結果の集計および

発表。  

なお、今回の研究では手術時年齢が 17歳

未満の症例を小児手術例と定義した。 

（倫理面への配慮） 

 アンケートは匿名化し行った。また、参加

施設は各施設の倫理委員会の承認を得たの後

に、今回の研究に参加した。 
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C. 研究結果 

1) 登録症例数：12 施設から 212 例の登録が

あった。 

2) 臨床的背景：登録症例の臨床的特徴を表-

1 に示した。男児 113 例、女児 99例で 77

例(36.3%)の症例が緊急手術であった。 

3) 手術適応：表 2に手術適応を示した。術

前に成長障害を認めた症例は 19 例(9.0%)

存在した。 

4) 術式：表 3に選択された術式を示した。

大腸全摘・回腸嚢肛門吻合術(IPAA)が

112 例(52.8%)に、大腸全摘・回腸嚢肛門

管吻合術が 93例(43.9%)に行われてい

た。 

5) 長期経過：累積 10年の pouch 機能率を検

討した。Pouch 手術を予定し、術後の合

併症のために Pouch が機能しなかった症

例はなかった。図 1に全症例の、図 2に

男児、女児の累積 10 年の pouch 機能率を

示した。全症例の累積 10年 pouch 機能率

は 91.7%であった。また、性別では男児

93.2%、女児 90.1%で有意差は認めなかっ

た。(P=0.35) さらに、初回手術が緊急

手術/待機手術でも検討を行ったが、緊急

手術:89.9%、待機手術:94.2%と有意差を

認めなかった。(P=0.77) 術式別の検討で

は、IPAA:87.6%、IACA:97.6%と IPAA の

pouch 機能率が不良であったが、有意差

はなかった。(p=0.23) 

6) Pouch 機能不全の要因：表 4に pouch 機

能不全となった症例の要因を示した。回

腸嚢炎と肛門周囲の瘻孔形成が 2 大要因

であった。 

7) 死亡症例：死亡症例の詳細を表 5 に示し

た。周術期死亡症例はなかった。 

 

D. 考察 

小児の手術症例は成人以上に長期にわたる

QOL の維持が必要である。術後の pouch 機能

率は少数例の報告では100％との報告もあるが、

今回の多施設での検討では 91.7%であり、性

別、術式、待機手術/緊急手術という要因で

有意差はないことが明らかとなった。 

Pouch 異能不全となる要因は回腸嚢炎と肛

門周囲の瘻孔形成であり、これは成人症例と

同じであり、pouch の炎症のコントロールと

瘻孔形成症例の治療法の確立が今後の検討課

題であることが明らかとなった。 

本邦の小児 UC手術症例の長期経過が明ら

かとなり、手術の説明時などに、実際のデー

ターを示せるようになったと考えられる。 

 

E. 結論 

1. 小児 UC 症例では 36.3%に緊急手術が行わ

れていた。 

2. 周術期死亡症例はなかった。 

3. 累積 10 年の pouch 機能率は 91.7%出会っ

た。 

4. Pouch 機能不全となる主な要因は回腸嚢

炎と肛門周囲の瘻孔形成であった。 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

学会発表:第 58回日本消化器病学会総会 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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